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はじめに

1972年に沖縄が日本に返還されてから2002年で30年の節目を迎える｡マスコミをはじめ学会や自治体

などでは特別番組や記念シンポジウム､セミナー､展示会､記念誌の編纂など､さまざまな事業が催さ

れることだろう｡それらは ｢新生沖縄県｣が返還後たどってきた道を振り返る機会を与えてくれると同

時に､沖縄返還が日本の戦後史上あるいは日米外交史上どのような意義を果たしたかについて考え直す

機会を与えてくれるに違いない｡

さて､沖縄返還の意義や返還交渉の経過などについてはこれまで多くの人がさまざまな角度から検証

†財団法人沖縄県文化振興会公文書管理部公文書専門員 米国駐在
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を行ってきた｡例えば､1969年に書かれ､最近刊行された三木健著 『ドキュメント沖縄返還交渉』(日

本経済評論社､2000年)は､外務省担当記者としての立場から､対米交渉における口本政府､各政党､

民間団体､世論の動きなどを詳細に綴っている｡1975年の日本政治学会編 ｢沖縄返還交渉の政治過程｣
『国際政治』52弓･は､日米の研究者により日本政府および米国政府における政策決定過程､復帰運動､

民間集団の果たした役割など､返還交渉そのものや交渉に影響を与えた諸要素を総合的に分析している｡

ただし､沖縄返還交渉の舞台裏については研究され尽くしたとは言えず､部内者へのインタビューを

中心に日本政府の政策決定過程の舞台裏へ迫った福井治弘でさえも､1975年の時点で次のように記さざ

るを得なかった｡

これまでに発表された学術粛文や一般節.解説文厳のお膚で､われわれはすでにこの論争の

原囲ならびにその歴史G/J超過についておおざっぱ72知識を揮っているoにもかかわらず､

このFL,g題に関するわれわれの屠解は非常に不完全72ものでしかをいO(中解)われわれは､

東京､那覇､ワシンjtンという三つの首都における政府内の決定.適者について詳,紺7TJ知識

を持ち合わせてい7?いo各政府部内で"誰が､いかをる状況下で､いかなる決定を行い､そ

の決定がいか7?る効果を生んだのか というノ問題は､未だ不透堺かつ神秘7iベールにおお

われているo各政府I7gで主だった厨係者71-ちがどのようを交渉をもったのか､ましてや､

一皮/揮内の閲係者たちが他の政府内の関係者たちといか7?る関係をあっ71-のか､という6,,f]

題についてのわれわれの知p-謀は一層少い02

福井の論文以後､いくつもの研究が出されたものの､公文書や日記など利用できる一次資料が限られ

ていたため､福井の言う事実の裏付けについては依然として不十分なところがあったO-

ところが､ここ数年､沖縄返還交渉に関する研究環境が急激に変わりつつある｡交渉の経過を示す政

府公文書､とりわけ､米国政府公文書の解禁が急速に進んできたからだ｡米国側で交渉窓口の役割を担

った国務省の文吉群が1973年まで公開されているのをはじめ､1972年5月に閉庁するまで米国の沖縄統

治行政を担った琉球列島米国民政府 (UnitedStatesCivilAdministrationoftheRyukyulslands､以後

UscAR)文書群320万頁も全面公開されている｡こうして数百万頁に及ぶ膨大な米国政府公文書が利用

できるようになった今､これまで報道や証言などを中心に行なわれてきた沖縄返還交渉研究は大きな転

機を迎えている｡4公開された公文書に基づいた研究も出始めている｡例えば､我部政明著 『日米関係の

なかの沖縄』(三一書房､1996年)､『沖縄返還とは何だったのか 日米戦後交渉史の中で』(日本放送出

版協会､2000年)の両書は､共に米国立公文書館 (NationalArchivesandRecordsAdministration､以下

NARA)での精力的な資料調査を基に､これまで明らかにされなかった返還交渉の舞否裏に迫っている｡

2 福井治弘 ｢沖縄返還交渉- 日本政府における決定過程｣F沖縄返還交渉の政治過程』(日本国際政治学会編 F国際政治｣
52号､有斐働､1975年)､97頁o

l このうち､]979年のヘンリ- .キッシンジャー著 『キッシンジャー秘録』(小学館)は､ニクソン大統禎特別補佐官として

の立場から沖縄返還交渉の内幕を明らかにしている｡1994年の河野康子著 r沖縄返還交渉をめぐる政治と外交 日米関係史の

文脈j(東京大学出版会)は､吉田内閣期から佐藤内閣期までの日本政府の沖縄返還への取組みを､対米提携関係構築という

枠内でどう行なおうとしていたかを分析している｡同じく1994年の若泉敬著 『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』(文襲春秋)は､

佐藤首相の ｢密使｣として1967年､1969年の日米首脳会談へ関わった著者の回想を交えながら交渉全般の流れを追っている｡

4 沖縄返還交渉に限ってではないが､膨大な公文書を丹念に読み通し､米国統治時代の歴史の再検証を試みた力作として琉

球新報編集委貞仲田活喜 ｢シT)-ズ公文書の記録/UscARの時代｣(『琉球新報』2000年6月4E]-8月20円)がある｡
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(資料 1)また､不破哲三著 『日米核密約』(新日本出版社)も解禁された米国政府公文書を基に日米核

密約の内実を明らかにしている｡

さらに重要なことは､こうした米国政府公文書のほとんどが米国へ渡らずとも日本で見られるように

なっていることだ｡1995年に開館した沖縄県公文書館は､1997年から米国の沖縄統治に関する米国政府

公文書の調香と収集に取り組んできたが､米国政府による文書解禁の追い風を受けて､これまで知られ

ていなかった沖縄返還交渉の舞台裏を知る米国側基礎資料のほとんどは沖縄で利用できる｡5

こうした状況を踏まえて､本稿では､解禁の進む米国政府公文書を紹介し､一次資料に基づいた沖縄

返還交渉研究の可能性を探っていくことにしたい｡

1米国政府公文書の3つの魅力

｢政府｣という組織は､一般市民から集めた税金を使って教育や公共基盤整備など､いわゆる ｢行政｣

という営みを代行する｡そのため ｢政府｣には､市民から委託された活動の中味をきちんと市民に説明

する義務があるし､一般市民には､その営みが正しくなされているかを知る権利がある｡これがよく言

われる ｢アカウンタビリティー (説明責任)｣と ｢情報公開｣の原理である｡その原理を他のどの国よ

りも忠実に体現しようと努力しているのが､民主主義の盟主を標模するアメリカだ｡沖縄返還交渉に関

わる文書を紹介する前に､本章では､まず､貴重な歴史資料を次々に提供するNARAの魅力について触

れてみたい｡

ト1情報公開制度- ｢国民に知らせる｣

最近､マスコミなどで次々に紹介される公文書の発見で重要な鍵を握っているのは､1995年4年に出

された大統領行政命令である｡6連邦政府の公文書は､歴史的価値を有するもので作成 ･取得から30年経

過したものをNARAで一括管理することになっており､従って､30年前の公文書は原則として閲覧でき

ることになっている｡7ただし､解禁前にプライバシーや国家安全保障に関わる文書が含まれていないか

を点検するため､実際には ｢組織的見直し作業 (systematicDeclassificationReview)｣を経なければ解禁

されることはない｡この見直し作業には多くの人手と莫大な費用がかかるため､行財政改革でスリム化

され､資源不足に陥っていた連邦各省庁による解禁作業は大幅に遅れていた｡ところが､1995年の

この大統領行政命令により､見直しされようとされまいと作成から25年過ぎた文書は原則公開しなけれ

ばならないことになった｡｢見直しされようとされまいと｣というわけだから､放っておけばすべて自

動的に解禁となる｡xそのため､各省庁は予算のやりくりをしながら否応無しに文書見直し作業に取り組

むことになった｡これが､最近になって米国政府公文書の解禁が進んだ一番の要因である｡

この大統領行政命令以外に機密文書へのアクセスを可能にする道がい くつかある｡｢情報自由法

(Freedom oHnformationAct､以下FOIA)｣や ｢強制見直し請求 (MandatoryReviewRequest)｣などがそ

れだ｡政府は先に触れたsystematicDeclassificationReviewの際､-一部あるいはすべてを公開制限すると

いう決定を下すことができる｡それら非公開文書に対しても､それぞれどの法律を根拠に公開制限され

～事業の詳細については拙稿 ｢米国による沖縄統治に関する米国側公文書調査 ･収集の意義と方法｣r沖縄県公文書館研究紀
要』第2号 (20α)年3月)､49-75頁を参照｡

IExecutiveOrder12958:Classif]edNationalSecuritylnforrr)ation(17April1995).

7 36CodeofFederalRegulations(以下CFR)1228,180.

5 これを ｢日動制限解除 (AutomaticDeclassifica【ion)｣と呼んでいる｡
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ているかによって､研究者はFOIAやMandatoryReviewRequestを使って公開請求することが出来るのだ｡9

(資料2)さらに､これらFOIAやMandatoryReviewRequestで請求が却下された場合でも､｢上告｣という

道が残されているなど､公開担当者の恋意的な判断でアクセスが制限されることがないよう｢救済の道｣

が整備されている｡…

1-2文書管理制度- ｢活動をきちんと記録に残す｣

上で見たように､米国において公文書へのアクセスの制度が充実していることは､日本でもある程度

知られてきた事実であるが､NARAが貴重な歴史資料を次々に世に出すより根本的な要因は別のところ

にある｡文書管理制度の充実だ｡｢情報公開と文書管理は車の両輪｣と言われるように､文書へのアク

セスは､しっかりした文書管理制度が在ってはじめて可能になる｡請求しようとしても文書が残ってい

なかったり､保管場所が分からなかったりしては､文書へのアクセスはままならない｡

連邦政府の文書管理を規定する最も基本的な法律は ｢連邦記録法 (Federa)RecordsAct)｣である｡こ

れはFOIA制定 (1966年)に先立つ1950年に制定された｡この法律により､連邦政府職員は業務を記録

に残し､作成した文書は現用期間中しっかりと維持 ･管理することが義務づけられている｡'1米国では

日本に比べ公文書の定義が広く､場合によっては ｢草稿｣や ｢メモ｣なども公文書とみなされるため､

政策決定過程が如実に記録されていることが多い｡例えば､workingFilesに含まれる草稿､メモなどに

ついても ｢承認､コメント､指示などの目的で回覧されたり､組織の政策策定や実行に役立つようなコ

メントや注がついている場合｣､公文書として扱われることになっている｡】2さらに現用期間が過ぎた文

書の処分 (廃棄と移管)も組織的かつ合法的に行なうよう義務づけられている｡個人の独断で文書を廃

棄することは堅く禁じられ､悪意のある不法廃棄については2,000ドルの罰金か禁固3年､あるいはその

両方が課せられる｡】3永年に渡る歴史的価値があると判断された文書は公文書館へ移管され､大切に保

管されると同時に閲覧に供されることになる｡'4

我が国では米国で見られるような公文書へのアクセスやその管理を規定する関係法律の整備が遅れた

9 FOIAには9つの例外規定が設けられているが､主なものは､｢国防｣､｢外交政策｣､｢商売取引き｣､｢捜査｣､｢銀行監査｣､
｢油田｣に関する文書及び ｢プライバシ-侵害｣の恐れのある文書などである (36CFR1250.70)a

lu FOIAに関しては36CFR1254.44､各種MandatoryReviewに関しては36CRF1260､36CFR1270､36CFR1275などを参照.

1】作成､維持､つまり､適切なドキュメンテーションについては44UnitedStatesCode3101で定めている｡それによると､連

邦各省庁は､｢政府自身および政府と関わりのある人々の法的 ･経済的利益を守るため､組織､機能､政策､決断､立案過程､

取引きに係る文書等を適切に作成し､保存する義務があると同時に､経済的で効率的な文書管理システムを構築する義務が

ある｣となっている｡記録方法､公文書の分類､維持方法についても別に詳細に定められている(36CFR1222.32)0

'236CFR1222.34.

■' 処分 (廃棄 .移管)についは36CFR1228で定めているO処分は､Scheduleと呼ばれる ｢処分計画｣に沿って行なわれるが､

詳細は拙稿 ｢米国連邦政府における文書管理一文書の処分計画を中心に-Jr行政&ADP』vol.35,No.6(行政情報システム
研究所､1999年)､2-10頁を参照｡

'4 永久保存かそうでないかについては､各省庁の提案をNARAが審査し､決定する.永久保存すべきかどうかは､十分な歴

史的価値(sufficienthistoricalvalue)があるか､あるいは政府による継続的保存 (continuedpreservation)の必要性があるかないか

で判断され､永久保存指定を受けるのは連邦政府が作成する文書全体の約1-3%と言われている｡永久保存文書は通常30年

以内､写真 ･映像資料やマイクロフィルムなら5年から10年で公文書館の管理下-移るが､原課における保存環境が適切でな

い場合にはすぐにでもNARAに移管される (36CFR1228.28､1228.30)｡作成から30年以上鐙過していても各省庁が業務上保

持する必要がある場合は､書面でNARA館長の許可を得なければならない (36CFR1228.183)030年以上も経っていながら

NARAに移管されない文書が多いが､その謎はこれで説明がつく｡各省庁は､NARAに移管後も利用制限をすることができる｡

この場合､FOIAの例外規定などを根拠に正当な理由付けをする必要がある｡(36CFR1228.192)0
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ため､これまで政府の公文書は残されていないか､残されていても公開されないことが多い｡15これか

ら紹介していく沖縄返還交渉に関する公文書にしても同じことが言える｡交渉過程における日本政府内

の動きはきちんと文書化されなかったとされるし､また､たとえ文書化されたとしても､ほとんど公開

されていない｡Lb

ト3NARAの閲覧制度- ｢自由に閲覧 ･収集できる｣

このようにしっかりした情報公開制度や文書管理制度を土台にして管理されている米国政府公文書だ

が､NARAには世界中からの研究者を惹きつけて止まないもう一つ大きな魅力がある｡それは自由な閲

覧制度である｡NARAほど自由にオリジナル文書を閲覧でき､必要に応じて収集できる体制を整えた公

文書館は他にないのではないだろうか｡

まず､閲覧については､NARAが作成した目録を使って目当ての文書を探し当てた利用者は､一度に

1カート分 (約3メートル書架長)の文書を閲覧することができ､利用期間制限などはないため､時間の

許す限り何日でもじっくり読み込むことができる｡文書保護のため､一部利用を制限しているものもあ

るが､原則としてオリジナル文書での閲覧が可能だ｡一度に閲覧できる文書量を厳しく制限したり､マ

イクロフィルムでの閲覧しか認めないなどの措置を取っている公文書館に比べるとはるかに調査がはか

どる｡■7

また､利用者は､セルフサービスのコピー機や業者委託などを通して必要なだけ複写収集できる｡こ

の点についても､オリジナルからの複写の禁止､複写の許可制､複写量の制限などの措置をとっている

公文書館に比べるとはるかに仕事がしやすい｡lX

これらの点が､沖縄県公文書館が米国統治時代の公文書の包括的収集事業を展開できる一つの理由だ｡

国立国会図書館との共同事業では約320万頁に及ぶ ｢USCAR文書｣を重複を除いてすべて複写収集して

いるし､後で詳しく述べる沖縄返還交渉に係る文書群も､悪意的な選別をできるだけ避け､｢固まり｣

で収集するようにしている｡こうすることで､沖縄の利用者がアメリカまで出掛けて行かなくてもオリ

ジナル文書の前後関係を再構築できるようになる｡現時点で､沖縄返還交渉に関連する文書の収蔵状況

では､国内において沖縄県公文書館に匹敵する文書館はないだろう｡】9

以上が､最近特に利用しやすくなった米国政府公文書を取り巻く状況である｡では､次章以下､沖縄

返還交渉の背景と､その過程で作り出された公文書の関係を詳しく見ていくことにしよう｡

15｢情報公開法｣､｢国立公文書館法｣の制定は､ともに1999年になってからだ｡
■h 日本の役所においては棄議制が採られているため､少なくとも ｢全会一致｣の記録が残るはずだが､福井によると､沖縄

返還交渉においては ｢非常時型｣の政策決定法が取られ､協議の記録は部分的にしか残されず､いちいち認印を押すことも行

なわれなかった｡福井､前掲書､120頁｡日本の外務省は1976年以降､米国と同様､原則として30年以上経過した文書を順次

公開しているが､国の安全保障､交渉過程､プライバシーに関わる文書については､除外規定を盾にかなり閉鎖的な運用がな

されている｡すでに公開されているはずのE]米安保改定交渉や沖縄返還交渉などに関する重要文書は一一切公開されていない｡

(2000年5月29El付 r朝日新聞』)

17 ただし､目録の整備状況においてはNARAほど時代遅れな公文書館もないだろう｡文書 (tex(uaJrecords)のデータベース化
は進んでおらず､利用者は目当ての文書にたどり着くまでに何冊にも及ぶ目録に丹念に目を通さなければならず､かなりの時

間と労力を費やすことになる｡

IR この点については賛否両論あろうO文書保存の観点からオリジナル文書をセルフサービスで複写させるリスクはかなり大

きい｡

■9 同館の収蔵資料については､次第に研究者からも注目されるようになっている｡我部政明 『沖縄返還とは何だったのか一

日米戦後交渉史の中で』(日本放送出版協会､2000年)､6頁｡｢魚眼レンズー盛況なり "宮里学校"｣『沖縄タイムス』(1999年7

月8日)O沖縄県文化振興会公文書管理部縮 ｢利用者の声｣rARCHIVES-沖縄県公文書館だより』第10号 (沖縄県公文書館､
2000年1月)､5頁｡
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2沖縄返還交渉の背景と公文書

沖縄返還交渉では ｢解決すべき課題だけでも数千にのぼり､協定､合意録､その他公文書に織り込ま

れるべき課題が数百にのぼった｣とされる.20公文書を理解する上では､どのような課題があり､その

解決のためにどのような組織や人物を通していかなる交渉が行われたかを理解しておくことは欠かせな

い｡そこで､本章では､沖縄返還交渉に携わった組織を中心に交渉過程の背景を簡単におさらいしてい

くことにする｡

2-1経過

沖縄返還を達成するというのは講和条約締結直後から日本政府の課題であった｡日本政府は､度々､

交渉議題としての提案を試みるが､極東の安全保障に対する日本の貢献不足を理由に米国政府の反応は

厳しかった｡｢沖縄を返せと言うのなら日本は極東の安全保障にもっと寄与せよ｣という論理だ｡米国

が沖縄を統治していた理由は領土的野心からでもなければ､経済的なものでもなく､誰からも何ら制約

を受けない軍事基地の確保のみであった｡沖縄は米国にとって極東軍事戦略の要だったのである｡結局､

内政的に防衛力増強にコミットできない日本政府は､この間題に触れることを避けざるを得なかった｡2t

米国政府内では沖縄における軍用地問題が政治問題へと発展した1958年初頭に一度沖縄返還が検討さ

れたことがあるが､その時も ｢基地沖縄｣を手放すことができない軍部の強い反対に遭って進展しなか

った｡22講和条約以後の沖縄返還に関する日米交渉については､後に紹介する国務省文書群や ｢USCAR

文書｣などに関連文書が見られる｡

1960年代に入ってからは､両国政府は日米関係の安定のため､ひいては極東全体の安定のため､｢沖

縄問題｣が解決すべき問題であるとの認識を持ち始める｡その結果､｢一体化政策｣を柱に将来の返還

に備えて､本土と沖縄の間のさまざまな格差を是正する措置が取られるようになる｡2-1964年4月には､

対琉球援助を協議するため ｢日米協議委員会 (U.S.-JapanConsultativeCommittee)｣と ｢日米琉技術委員

会 (TechnicalCommittee)｣が設置された｡これら委員会を通じての一体化政策については､｢USCAR文

書｣の中に関連文書が多数見られる｡

1965年になると､｢沖縄問題｣は､日米交渉の正式議題として掲げられるようになる｡ただし､米国

の反応は相変わらず冷淡で､1965年1月に佐藤栄作首相がジョンソン大統領との首脳会談で沖縄返還を

正式に要請にも関わらず､なんら成果は見られなかった｡その年､佐藤首相は ｢沖縄の祖国復帰が実現

しない限り､我が国にとっての 『戟後』は終わっていない｣とのスピーチを行うなど､沖縄返還を最重

要課題の一つとして継続的に取 り組む決意を表明した｡それに合わせて米国政府内でも検討が始まり､

1966年までには国務省､軍部ともに ｢沖縄問題｣が存在すること､それを放置すると､近い将来基地機

能を維持できなくなる恐れがあるということでコンセンサスができつつあった｡その頃､政府内に設置

された ｢極東問題省庁間作業部会 (FarEasternInterdepartmentalRegionsGroup､以下FE-IRG)｣の下に

21)schmitz,CharlesAH'rWorkingOuttheDetails,I-inFeatherstone,EdwardM･,etal･,"TheOkinawaReversion:EndlngthePost-War

Period,"ForeignServiceJoumal(May1992),22,
コr 講和以後のtj本の歴代政権の対応については河野康子 r沖縄返還交渉をめぐる政治と外交j(東京大学出版会､1994年)

に詳しい｡

2: 残部､F沖縄返還交渉とは何だったのか』､52頁｡ロバー ト･エルドリッヂ ｢シリーズ40年前の基地統合計画に学ぶ｣(r琉
球新報』2001年1月19日-1月27日)｡

ユー 沖縄現地での統治行政の最高責任者であったポールW.キャラウェイ高等弁務官により離日政策が推 し進められ､ト一体化｣

が進展しなかった時期もある｡
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｢琉球特別作業部会 (SpecialRyukyuIslandsWorkingGroup)｣が置かれ､沖縄返還の可能性について検討

する場が設けられた｡そこでの検討の結果､基地の自由使用権および核の貯蔵権さえ確保できれば､沖

縄返還は可能であるとの結論が出された｡その後､沖縄返還に最も強く反対 していた統合参謀本部も､

返還を軍事問題ではなく政治問題として捉える見方に理解を示すようになり､もはや返還は ｢すべきか

どうか｣ではなく､｢いつ｣｢どのように｣という問題になった｡

1967年11月､二度目の佐藤 ･ジョンソン首脳会談で両3年内に返還の時期に合意すべきという共同声

明が採択され､沖縄返還が大きく動き出した｡1968年には ｢日米琉諮問委員会 (AdvisoryCommitteeto

theHigh Commissioner)｣が設置され､一体化のさらなる推進が図られたoただし､基地の自由使用や核

の問題についての日米間の溝が探すぎ､返還交渉そのものに進展は見られなかった｡24

その後､日本政府は1968年12月の日米合同委員会以後､核の問題についても戦略論ではなく､政治論

に拠ることにより､米側の理解を求めるよう方針を修正した｡25っまり､核に固執することにより米国

が得る戦略的利益と返還を遅らすことにより日米関係に与える影響を比較することにより沖縄返還のメ

リットを説いたのである｡

1969年6月､愛知挟-外相のワシントン訪問により日米両政府の正式交渉が始まった｡共同声明の日

本側草案が渡され､11月の佐藤 ･ニクソン会談での最終決着へ向け､具体的交渉が繰り返された｡その

中でも特に交渉が難航したのは､核の貯蔵権 (11月19日に合意)と財政取り決め (11月10口に合意)だ

ったとされる｡核については日米安保の運用で米側の要求を満足させることで合意し､財政取 り決めに

ついては日本政府が秘密補償することで合意した｡261969年11月の日米共同声明から1972年の返還まで

は､それら取り決めを具体的にどう実施するかの交渉期間となる｡

1965年の佐藤 ･ジョンソン会談から1968年頃までの日米予備交渉や米国政府内での検討過程について

は､後で詳しく紹介する国務省文書群が最も有効である｡ジョンソン大統領図書館には､ジョンソン政

権期のホワイトハウス文書群が保管されているが､沖縄県公文書館はその調査を行なっていないため､

ここで詳しく取り上げることはできない｡また､1969年から始る日米正式交渉､1970年からの取 り決め

の具体的実施に関する文書については､･国務省文書群の他に､ニクソン大統領文書群､陸軍参謀文書群

の中の通称 ｢オフラハ-ティ文書｣､｢UscAR文書｣などが有効である｡その中でも ｢オプラハ-ティ

文書｣は､内容が沖縄関係のみに限られていることや他の文書群では公開されていない軍の機密文書を

多数含んでいることから使いやすいだけでなく､内容もたい-ん充実している｡

2-2主要組織

沖縄返還に関する政策立案や交渉には､日米双方ともさまざまな組織が関わった｡

まず､日本政府では外務省を中心に大蔵省､総理府､防衛庁などが関与した｡ただし､沖縄返還交渉

に限ってはこれら ｢官僚機構｣の役割はごく限られていたという見方もあり､今後､日本政府公文書の

24 我部､『沖縄返還交渉とは何だったのかれ 62-63頁｡

25 福井､前掲書､112頁｡それには米国政府高官が非公式に行った ｢入れ知恵｣があったとされる｡米国政府の一･都には､

核の取 り根いを間違うと､親米佐藤政権を崩壊させかねないという認識があったoclapp,PriscHa,'.OkinawaReversion:
BureaucratlClnteractlOninWashington1966-1969:-ThePoliticalProcessofOkinawaReversion(日本国際政治学会編 r国際政治』52
号､有斐閣､1975年),32.

2h 耗部､『沖縄返還交渉とは何だったのか』､72頁O
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公開による研究の深化が期待される｡27福井によると佐藤首相をして政策立案や交渉に学者､評論家グ

ループを盛んに利用せしめることになった理由は､外務省官僚の沖縄返還問題に臨む消極的態度だった

とされる｡1967年､1969年のワシントンでの日米首脳会談に先立って､佐藤首相が官僚の頭越しに密使

を送って ｢根回し｣を行なっていたことは今では周知のこととなっている｡28

-万､米国政府で返還交渉や政策立案に関与したのは､ホワイトハウス､国務省極東局 (FarEastern

BureauoftheStateDepartment)､在日米国大使館､国防省国際安全保障室 (IntemationalSecurityAffairs

officeoftheDepartmentofDefense)､統合参謀本部､陸軍省､財務省などであった｡29米国の場合､意見

の調整はほとんど中間レベルの官僚で処理され､大統領に委ねられた唯一の決定は核の撤去に関する決

定だけであったとされる｡30

以下､各レベルの関わりについてもう少し詳しく見ていくことにする｡

2-2-1ホワイトハウス

ジョンソン政権期には､重要な外交問題を協議する組織として次官補レベルで構成する省庁間地域作

業部会 (InterdepartmentalRegionsGroup､以下IRG)(委員長は国務次官補)が設置された.IRGで解決

できない問題は上級省庁間作業部会 (seniorInterdepartmentalGroup､以下SIG)､さらには国務長官へと

上げられた｡sIGJRG制度の設置と同時に､極東に関する国務 ･国防共同の作業部会で､次官補のすぐ

下のレベルからなる極東問題省庁間作業部会 (FarEasternIRG､以下FE-IRG)が設けられた｡さらに､

その下に琉球特別作業部会(specialRytlkyuIslandsWorkingGroup)が設けられ､部会長は新たに日本課長

(JapanCountryDirector,RichardL.Sneider)に就任したリチャード･スナイダー､主な委員には国際安全保

障問題担当国防次官補代理 (政策企画 ･軍縮問題担当)モー トン ･ハルペリン (DeputyAssistant

secretaryofDefense(ISA)forPolicyPlanningandArmsControl,MortonHalperin)､国際問題担当陸軍次官代

理サデイウス ･ホルト(DeputyUnderSecretaryoftheArmyforIntemationalAffairs,ThaddeusHolt)(のちジ

ェームス ･シエナ JamesSiena)らがいた｡同部会にはCIAやホワイトハウスの代表もいたが､たいした

役割は果たさなかったとされる｡3'

一方､ニクソン大統領は､政権発足と同時に外交政策の決定を国務省からホワイトハウスの国家安全

保障会議 (NationalSecurityCouncil､以後NSC)へ移し､SIG-IRG制度も廃止した｡12この時､琉球特別

作業部会の中心メンバーであったスナイダーとハルペリンが発足時からNSCのメンバーとなっており､

27 福井は総理府の関わりについても ｢琉球政府主席の公選制や沖縄県民の国政参加問題を含む広い意味での 『一体化』政策

推進のみで､対米交渉の対象としての施政権返還問題そのものに関する政策決定には直接関係しなかった｣としている｡福

井､前掲書､102-104頁｡

2X 若泉敬､前掲書｡

2り Clapp.5.

-日 lbidリ5.

-I lbid.,16-Ⅰ7.

-つ NSCは1947年､トルーマン大統領によって､外交と国防に関する各省庁の連絡機関として設置された｡NSCの構成員や役

割は各時期により違いがある｡ トルーマン大統領自身は､NSCの創設者でありながら､外交や国防問題に関して国務長官と

国防長官のみに相談することが多く､NSCそのものに対する依存度は低かった｡アイゼンハワー政権下では頻繁に会議が招

集され､NSCによる外交､国防問題の政策決定過程方法が制度化されたOケネディ､ジョンソン大統領の時代にはNSCの機

能や権限が縮小し､安全保障担当特別補佐官や各省庁間のワーキング･グループ-依存することが多くなった｡ニクソン大

統領は安全保障担当特別補佐官ヘンリー ･キッシンジャーと緊密な関係を保ち､外交､国防問題全般をキッシンジャーと

NSCに託した｡その結果､国務省の機能 ･権限が大幅に縮′トされることになり､】973年からはキッシンジャーが国務長官と

安全保障担当特別補佐官を兼務するという前例のない人事が行われた0NARA閲覧室の資料説明書より｡
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新政権でも沖縄問題が重要課題として引き継がれた｡

NSCでの政策立案方法は､まず､特別補佐官の助言に従って､大統領が国家安全保障研究メモ

(NationalSecurityStudyMemorandum=NSSM)の作成を要請する｡この段階では､勧告やコンセンサスよ
りもいくつかの選択肢の分析に重点が置かれる｡メモが出来るとNSCへかけるかどうか図り､承認され

れば議題となる｡NSCでの討議の後､大統領の裁決が盛 り込まれた国家安全保障決定メモ (Nationa一

securityDecisionMemorandum ≡NSDM)が作成され､関係省庁-実施が通達される｡ちなみに沖縄返還

はニクソン政権発足直後に7つの課題の一つとして挙がっていた｡33

2-2-2軍部 (国防省､陸軍省､UscAR)

ベ トナム戦争が重大政策の一つであったジョンソン政権期に軍部の賛同を取 り付けることが大事だっ

たことは言うまでもない｡というのも過去のいかなる政権においても軍部の賛同なしに協定が議会を通

過した例はないとされるからだ｡34国防省において､沖縄問題の実質的な責任者は文官である国際安全

保障担当国防次官補 (AssistantSecretaryofDefenseforIntemationalSecurityAffairs)であったが､1966年ま

での彼の認識は統合参謀本部のそれと合致するものだった｡その頃までアメリカの世界戦略の中心をな

すものは ｢前進基地システム(forwardbasesystem)｣で､沖縄を返還すること､つまり沖縄の基地機能を

変えることは､あらゆる戟略計画や武器の配置などを変えることを意味した｡軍部にとっての沖縄基地

の利点は､日米安保条約の適用を受けず､核の貯蔵と自由使用ができることで､東アジアでの作戦の中

枢に位置づけられおり､国務省が返還問題を持ち出した時､論外だとして突っぱねた｡ただし､1961年

から1967年まで国防長官を務めたロバート･マクナマラ自身は､技術の進歩によりアメリカの基地シス

テムにおいて沖縄を絶対に不可欠だとみる考えはなかったとされる｡35核の撤去については､国防長官

と統合参謀本部との幾度にも渡る協議で､沖縄からの核の撤去は手続き上便宜を欠く以外に支障はない

ことが確認された｡また､返還後の核の再持ち込みに関しては､佐藤首相の密使がキッシンジャーと交

渉にあたり､最後に佐藤とニクソンが密約に合意したとされる｡一方､沖縄基地の自由使用に関しては､

日本政府の ｢理解 (concessions/understanding)｣を引き出すことで軍部を納得させることができたとされ

る｡36沖縄県公文書館による国防省の沖縄関係文書の調査はまだ進んでおらず､本稿で詳細を紹介する

ことはできない｡また､統合参謀本部文書群は､現在のところ1961年までしか公開されておらず､軍 ト

ップの反応については国務省文書群､｢オフラハ-ティ文書｣などから垣間見ることしかできない｡

陸軍省内には､沖縄統治の責任者として文官である国際問題担当陸軍次官代理 (DeputyUnder

secretaryoftheArmyforIntemationalAffairs)と軍人である軍事作戦担当陸軍参謀次長 (DeputyChiefof

staffforMilitaryOperations)がおり､実際の実務は参謀次長の下で民事局 (civilAffairsDirectorate)とその

出先機関であるUSCARが担当した｡国際問題担当陸軍次官代理の役割は､米国政府の対外政策に沿っ

て､軍が統括する民政府を管理することで､国務省と統合参謀本部の中間的役割を果たした｡沖縄問題

33clapp,33-34.ニクソン政権発足当時､日本側は米国政府の沖縄返還に対する対応について物足りなさを感じていたようだ
が､公開された米国政府公文書を見てみると､実際には､沖縄問題が最重要課題の一つとして挙げられていたことが分かる｡

三木､前掲書､106貫｡

加 clapp,4-61

】5 Ibidリ36-37.

-b Halperin,MortonH.,"TheStrategicConsiderations,''inFeatherstone,EdwardM.,etal.,"TheOkinawaReversion:EndingthePost-

warPeriod,r'ForeL'gnServL'ceJoumal(May1992),22.
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を協議するにあたっては､陸軍次官代理と陸軍参謀次長との間でよく意見の衝突が見られたいう｡17陸

軍省文書群については陸軍長官や次官補文書がシリーズとして存在するが､残念ながら沖縄県公文書館

による調査は進んでいない｡陸軍参謀文書群には後で詳しく触れる ｢オフラハ-ティ文書｣がある｡'"

沖縄現地での行政の最高責任者であった高等弁務官は陸軍長官への報告義務を負ったが､同時に太平

洋司令官琉球代表 (commanderinChiefPacific,Representative,RyukyuIslands=CINCPACREPRY)として

太平洋総司令官への報告義務も負った｡米国政府内で沖縄返還に関する協議が始った1966年以降は､文

官である陸軍長官とのつなが りが強化された者がその職に就いた｡39例えば､米国政府内で ｢沖縄問題｣

が本格的に検討され始めた1966年11月に就任 したアンガー高等弁務官は陸軍長官から可能な限りの自治

権譲渡を言い渡されており､執務の大半を政治問題処理に費やしたとされる｡彼は琉球列島米国陸軍司

令官 (commandingGeneral,U.S.An yRyukyuIslands=CG,USARYIS)としてはめずらしく､土地取得に

反対 したり､原潜の寄港､B52常駐 (空軍に対 して)に反対 したりして､これまでの軍事優先政策の修

正に努めた｡州先に述べたように､｢USCAR文書｣については国立国会図書館との共同事業で全部局の文

書の収集事業を展開中である｡

2-2-3国務省と軍部の調整

沖縄の地位については講和条約以前から国務省と国防省で意見の対立が見られたとされるが､沖縄を

返還することに関してはどのように合意が達せられたのだろうか｡最終的に国務省と国防省のコンセン

サスが作られたことに関して､どうしても触れておかなければならない人物達がいる｡国務省日本課長

で､1966年に設置された琉球特別作業部会長でもあったリチャー ド･スナイダー､同委員で国際安全保

障問題担当国防次官補代理モー トン･ハルペリン､同年遅 く駐日大便に就任 したU.アレクシス ･ジョン

ソンの3人である｡スナイダーに関しては､国務省内で ｢沖縄｣といえば ｢スナイダーの問題｣と言わ

れるほどであったし､ジョンソンも返還準備を大使在任中の自らの使命と位置づけるなど､国務省にお

ける2人の果たした役割は大きかった｡4】その後､スナイダーは1969年7月から沖縄担当公使として東京

に着任 し､日本における交渉の主要接触点となり､逆にジョンソンはニクソン政権発足後に政治担当国

務次官(UnderSecretaryofStateforPoliticalAffairs)としてワシントンにおける政策立案の中心的な地位を

占めた｡また､国防省の政策企画 ･軍縮問題担当としてモー トン･ハルペリンは､沖縄返還のように軍

事と政治的利益が激しく対立する問題の調整に奮走した｡スナイダーとハルペリンは､琉球特別作業部

会と後のNSCのメンバーとして返還問題との関わりが長かっただけでなく､｢1970年までに返還が合意

されなければ､日米安保条約の継続は不可能｣ということで考えが一致 しており､そのことは､沖縄返

還を考える上で無視できない｡42

以上が返還交渉の大まかな流れと米国政府内での政策決定過程の概要である｡それでは､次に､本稿

り Clapp,23.

-18 陸軍参謀文書群では他に1950年代後半までの経済関係文書が解禁になっているが､全体的に公開は遅れていると言える｡

経済関連ではEntry64,SecurityClassifiedCo汀eSpOndenceortheEconomicDivisionRelatingtoKorea,JapanandtheRyukyuIslands,

1949-1959などがある.1960年代後半の経済関連文書としては､RecordsRelatingtoCivilAffairsintheRyukyuIslands,1950-1968,

EconomicBranch,EconornicandGovernmentalAffairsDivision,DirectorateoftntemationalandCivilAffairs,DeputyChiefofStafffor

MllllaryOperationsの約60箱の存在が確認されているが､非公開とされており､現在､FOTAに基づいて公開申請中c

l｡Clapp,20-23.

4{'Tbid.,28129.

4̀ 1bidリ18-19.

J2Halperin,221
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の主要テーマである資料群の紹介に入っていきたい｡

3文書群紹介

公文書館においては､文書は原則として作成､受理､管理していた組織毎に保管され､さらに下部組

織や機能別にシリーズやサブ ･シリーズと呼ばれる単位に階層的に分岐する｡沖縄県公文書館が収集事

業を展開しているNARAにおける階層は､一番上から ｢文書群 (RecordGroup､以下RG)｣､｢シリーズ

(series)｣､｢サブ･シリーズ (sub-series)｣､｢箱 (box)｣､｢簿冊 (folder)｣の順になる｡4'例えば､文書群の

一つである国務省文書群には ｢セントラルファイル｣や ｢ロットファイル｣と呼ばれるシリーズがあり､

｢セントラルファイル｣はさらに年代毎に､｢ロットファイル｣は組織やスタッフ毎にサブ ･シリーズに

分かれる｡

沖縄返還交渉にかかる公文書と一口に言ってもその定義は難しい｡数百万頁に及ぶ沖縄関連文書のう

ち､シリーズレベルで関係のあるもの､箱または簿冊レベルで関係のあるもの､あるいは1件の文書の

中に重要な記述があるものなど､異なるレベルで使い方が無数にあるからだ｡本稿のような小論で､そ

のすべてを網羅することは難しい｡そこで､本章では､主な文書群毎に沖縄返還交渉関連文書の固まり

があることを読者に理解してもらうこと焦点をあて､件レベルでの文書の発掘や内容分析は個々の研究

者の手に委ねることとしたい｡ここで取 り上げる文書群は､以下の4つである｡

･NIXONPRESIDENTIALMATERIAL (ニクソン大統領文書群)44

･RG59,GENERALRECORDSOFTHEDEPARTMENTOFSTATE (国務省文書群)

･RG319,RECORDSOFTHEARMYSTAFF(陸軍参謀文書群)

･RG260,RECORDSOFU.S.OCCUPATIONHEADQUARTERS,WORLDWARII(｢USCAR文書｣)

3-1大統領文書群

これまで見てきたように､米国政府内で沖縄返還についての本格的な検討が始ったのは1966年頃で､

該当する大統領はジョンソンとニクソンの2人である｡通常､大統領文書群はその出身地に建てられる

大統領図書館 (presidentialLibrary)で管理され､ジョンソン大統領文書群はテキサス州オースチン､ニク

ソン大統領文書群はカリフォルニア州ヨーバ ･リンダにあるそれぞれの大統領図書館にある｡前述した

ように､沖縄県公文書館は現時点でジョンソン大統領図書館の調査を行なっていないので､ここで取上

げることはできないが､ニクソン大統領文書に関しては､ニクソン大統領自身の失墜へとつながった

｢政府権力乱用問題 (AbuseofGovemmentPower)｣や ｢ウォーターゲート事件(watergate)｣との絡みで､

現在でも公務に関わる文書のほとんどはメリーランド州カレッジ ･パークのNARA新館 (ArchivesII)

に保管されているため､アクセスしやすい｡そこで､本項ではニクソン大統領文書群のみについて見て

いくことにする｡

同文書群はニクソン大統領在任期間の1969年～1974年に作成された記録で､文書4,400万頁､贈答品3

万点､写真50万枚､フイルム700時間､ビデオ4,∝氾時間､録音テープ4,500本からなる｡文書群の形態は､

Jl シリーズとは､特定の機能､目的毎にまとめられた資料の固まりを指す｡文書群の大きさや階層の数によりシリーズがさ

らにサブ･シリーズへと細分化される場合があるが､いずれも単に ｢シリーズ｣と呼ぶ場合が多い｡NARAにおいては各シ

リーズにエントリー番号が付されており､｢文書群番号 (RGNo.)｣､｢エントリー番号 (EntryNo.)｣､｢箱番号 (BoxNo.)｣､
｢簿冊名 (Foldertille)｣などを基に文書を特定する仕組みとなっている｡

44 大統領図書館もNARAの傘下にあるが､独自の文書管理方法を採っているため､文書群番号を持たない｡
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文書(textual)と視聴覚(audio-visual)に大別され､そのうち文書は以下のようなシリーズから成る｡

･主題別特別ファイル (WhiteHouseSpecialFiles:SubjectFiles)

･スタッフ･部署別特別ファイル (WhiteHouseSpecialFiles:StaffMemberandOfficeFiles

･主題別セントラルファイル (WhiteHouseCentralFiles:SubjectFiles)

･スタッフ･部署別セントラルファイル (WhiteHouseCentralFiles:StaffMemberandOfficeFiles)

･国家安全保障会議ファイル (NationalSecurityCouncilFiles､以下NSCファイル)

･スタッフ名アルファベット順セントラル ･ファイル (WhiteHouseCentralFiles:AlphaNameFiles)

･口述記録 (oralHistories)

このうち､沖縄返還交渉について特に有効なのは ｢主題別セントラルファイル (WhiteHouseCentral

Files:SubjectFiles)｣と ｢NSCファイル｣で､そこには ｢国別ファイル(Countries)｣､｢州 ･領有地別ファ

イル(State-Territories)｣､｢来賓ファイル (VIPVisits)｣などのサブ･シリーズがある｡残念ながら､｢国別
ファイル｣の ｢日本｣､｢琉球｣に関しては､2000年12月現在公開審査中で､今後の公開が待たれる｡

｢来賓ファイル｣には1969年11月､1972年1月の佐藤 ･ニクソン首脳会談に関する文書があり､日米共同

声明の経過や返還日決定などの背景を知る上で貴重な資料である｡45これらの文書の一部を階層で示す

と以下のようになる｡

NIXONPRESIDENTIALMATERIAL

--(中略)･･-･

･WhiteHouseCentralFiles:Countries(CO)

--(中略)---

Box43

-【EX】CO75JapanBeginning11/18/69【lof2]

-lEX]CO75JapanBeginningll/18/69[2of2]

-【EX]CO75ll/19/69-12/31/69

--(中略).--

･NationalSecurityCouncil(NSC)Files:VIPVisits

--･(中略)--

Box924

-VisitofPrimeMinisterSato,November19-21,1969,Vol.I(1of3)

-VisitofPrimeMinisterSato,November19-21,1969,Vol.Ⅰ(2of3)

-VisitofPrimeMinisterSato,November19-21,1969,Vol.Ⅰ(3of3)

-SatoVisit-Vol.ⅠⅠ(Textiles)(1of3)

-SatoVisit-Vol.ⅠⅠ(Textiles)(2of3)

-SatoVisit-Vol.ⅠⅠ(Textiles)(3of3)

3-2国務省文書群

国務省文書群は､国務省が沖縄返還交渉の中心的役割を担ったということもあるが､公開がかなり進

んでいること (現在1973年まで)､しっかりした文書管理システムのおかげで､省内検討文書や日本政

J～ このうちかなりの文書が ｢国家安全保障｣を理由に抜き取られており､沖縄県公文書館では先に紹介したMandatory

ReviewRequesIの制度を使い､公開申請を行っている｡
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府や軍部とのやり取 りを記録 した往復書簡などが整然と保管されていることなどから､沖縄返還交渉を

見る上で最も有効な文書群である｡

同文書群は､以下のシリーズに大別される｡

･セントラルファイル(CentralFiles)

･部署別 .ロットファイル(OfficeorLotFiles)

･海外ポス ト別ファイル(PostFiles)

｢セントラルファイル｣は､ワシントンの国務省本部で集中的に管理されたシリーズで､年代によっ

て複数のサブ ･シリーズに区分される｡46 ｢部署別 ･ロットファイル｣は､特定の役割や機能を持った

組織や人物の活動から生み出されたシリーズで､各シリーズに61D69､55D128などの ｢指定番号 (Lot

No.)｣が与えられていることよりその名がついた｡検索用に主題別リス トが用意されており､沖縄に関

しては ｢東アジア ･太平洋 (EastAsia/Pacific)｣､｢政治 ･軍事 (politico-MilitaryAffairs)｣などのサブ ･シ

リーズがある｡ただし､返還交渉時期の文書のほとんどは末だ公開されていない｡｢海外ポス ト別ファ

イル｣は大使館や領事館など在外組織で管理されていた文書であるが､外交上の政策決定に直接関わる

ような重要文書はあまり見られない｡

これらのシリーズのうち､沖縄返還交渉に関する文書が集中しているのは､セントラルファイルの

｢1964-1966年｣､｢1967-1969年｣､｢1970-1973年｣の3つのサブ ･シリーズである｡サブ ･シリーズは

さらに主題別に細かく分類されているが､中でも防衛問題を扱った ｢DEF (DefenseAffairs)｣､政治問

題を扱った ｢poL (PoliticalArrairsandRelations)｣､ 日米繊維交渉 との絡みで貿易を扱った ｢FT

(ForeignTrade)｣などに返還交渉に関わる文書が多 く見られる｡

沖縄県公文書館では､1966年までは ｢DEF｣､｢POL｣の中の ｢琉球｣関係のみをゼロックス･コピー

で収集し､1967年から1972年分は ｢琉球｣のみでなく ｢日本｣関係文書のほとんどをゼロックス･コピ

ーで収集 した｡47現在､国内でこの時期の ｢日本｣関係文書をまとめて見ることが出来るのは､沖縄県

公文書館のみであろう｡このうちいくつかの箱番号と簿冊タイトルを階層的に紹介すると以下のようにな

る｡

RG59,GENERALRECORDSOFTHEDEPARTMENTOFSTATE

ICentralFiles

･･･-(中略)---

･DecimalFiles,1960-63

--(中略)･--

･Subject-NumericFiles,1963

--(中略)--･

･Subject-NumericFiles,1964-66

Boxes1647I1649:DEFJapannjEFJapan-US

46戦後に関しては ｢1945年-1949年｣､｢1950年-1954年｣､｢1955年-1959年｣､｢1960年1月-1963年1月｣､｢1963年2月-

1963年12月｣､｢1964年-1966年｣､｢】967年-1969年｣､｢1970年-1973年｣のサブ･シリーズに分けられる｡分類は1963年1月

までは ｢十進法｣(centralDec】ma】FileSystem)が用いられ (1950年に改訂)､1963年2月から｢主題･番号 (併用)法｣

(subject-NumericFileSystem)が用いられており､それぞれについて分類目録 (filingmanual)が用意されている｡

471966年までの ｢日本｣関係については､既にUSStaleDepaTtmenlCenEra)FLIJes:JapanInlemaJandForeignAffal'Ts,1963-1966と
いうタイトルのマイクロフィルムが市販されているためである｡それには ｢琉球｣関係も含まれている｡
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Box1674:DEFRyukyuIslands

Box1736:DEFUS-Japan

Boxes2373-2385:POLJapan/POLJapan-US

Boxes2625-2627:POLRyukyuIslands

･Subject-NumericFiles,1967-69

Boxes1561-1563:DEFJapann)EFJapan-US

Boxes1617-1618:DEFRyukyuIslands-US

Box1695:DEFUS-Japan

Boxes2242-2251:POLJapan/POLJapan-US

Boxes2456-2461:POLRyukyuIslands

･Subject-NumericFiles,1970-73

Boxes1752-1754:DEFJapan/DEFJapan-US

Boxes1790-1791:DEFRyukyuIslands-US

Boxes1860-1861:DEFUS-Japan

Boxes2401-2410:POLJapan/POLJapan-US

Boxes2570-2574:POLRyukyuIslands

3-3 ｢オフラハ-ティ文書｣

沖縄返還交渉を見る上で国務省文書群と同様に有効だと思われるのが､琉球における米国民政史を編

蒸する目的で集められた通称 ｢オフラハ-ティ文書｣である｡これは陸軍参謀文書群中の ｢米国陸軍軍

史編纂所文書 (TheUnitedStatesAm yCenterofMilitaryHistory)｣にある ｢出版物､未刊行原稿および補

助資料 (publications,UnpublishedManuscripts,andSuppor血gRecords,1943-77)｣シリーズの一部で､正式

名称を "HistoryofCivilAdministrationoftheRyukyulslandsHと呼ぶ｡48 沖縄における米国民政に関する歴

史編纂は1970年10月頃構想が出され､1971年1月､軍事作戦担当陸軍参謀次長重 (officeoftheDeputy

chiefofStaffforMilitaryOperations)内､国際 ･民事局 (Office,DirectoroflntemationalandCivilAffairs)で

琉球問題特別顧問 (SpecialAssistant,RyukyuanAffairs)を務めていたエ ドワー ド･オフラハ-ティ

(EdwardO'Flaherty)が正式に編者に任命された｡オフラハ-ティは､当時国防省､陸軍省､国務省など

が管理していた沖縄に関する極秘 (TopSecret)文書へのアクセスも許可され､基礎資料の収集に力を注

いだ｡4''仝27箱という比較的小さいシリーズではあるが､機密文書の固まりだけに研究者にとって生産

件という点からはまさに ｢宝の山｣である｡(資料3)

同シリーズには､交渉経過に関する文書､共同声明､返還協定､基地の様態 ･使用の取 り決め､財

政 ･経済取 り決め､韓国､台湾の反応や米国議会対策などに関する文書などがある｡また､このシリー

ズには1969年の共同声明作 りの主要チャンネルだった愛知外相/マイヤー駐日大便､東郷外務省北米局

Jド 同シリーズには､他にも沖縄関係としてアーノル ドG.フイシュ F琉球列島軍政府｣(Fisch,ArnoldG,ML'JitaryGoyemmenl

intheRyukyuls/and.S,]945-1950,Washington,D.C.:CerLterOfMil)(aryHIStOry,1988)やロイE.アップルマン他 r沖縄 :最後の戦

闘』(App)eman.RoyE.,etalリOkinawa:71heLastBaEIle,Washington,D.C.:CenterorMilitaryHistory,1948)の刊行で便われた参考
資料も含まれている｡後者の邦訳本として外聞正四郎 『沖縄 日米最後の戦闘』(光人社､1997年)がある｡

J｡ オフラハ-ティは､1973年11月頃までに1,000頁ほどの歴史書を編纂することになっていた｡F沖縄 :アメリカが尽 くした
27年間 (oklnaWa:Twenty-SeyenYearsOfAmen'canStewardshJ'p)jと遷された草稿は､1975年頃に仕上がったが､結局､刊行さ

れなかった｡FolderRe:OrFlaherly'sBook,Box12,Non-recordMaterial.S,USCAR.
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長/スナイダー公使､柏木大蔵省財務官/ジューリック財務長官特別補佐官らの会議録が収められてい

る｡5{'

沖縄県公文書館は仝27箱をゼロックス･コピーで収集したが､このうちいくつかの箱番号と簿冊タイト

ルを階層的に表わすと以下のようになる｡

RG319,RECORDSOFARMYSTAfF

--(中略)--

･RecordsoftheOmceoftheChieforMilitaryHistory

--(中略)--

･Publications,UnpublishedManuscrlPtS,andSupportingRecords,1943-77

--(中略)---

･HistoryorCivilAdministrationoftheRyukyuIslands

--(中略)･--

Box12

1I603-04:Reversion(MilitaryRelocation)5.

-1603-04:Reversion(EconomicandFinancialNegotiations)

Box13

-1603-04:Reversion(MilitaryRelocation)

-1603-04:Reversion(PlanningConference-DiscussionPapers)

-1603-04:Reversion(PlanningConferenceSummary,January1970)

また､主題別に主な簿冊タイトルを紹介すると以下のようになる｡

･交渉経過 :

･Reversion:NegotiationsStatusReports(Box18)

･Reversion:TogoISneiderConsultation(Box18)

･Reversion:MeyeトAichiMeetings(Box19)

･共同声明､協定交渉 :

･Reversion:ReversionAgreement-Bookshelf(Box24)

･FinalCommuniques:SatoSpeechesandPertinentInterpretations(Box26)

･基地の様態､使用の取り決め :

･Reversion:SOFAApplication(Box16)

･Reversion:Nuclear(Box24)

･財政 ･経済密約 :

･FinancialandAdministrativeProblems(Box1)

･TreasuryGroupVisits,July1969(Box3)

～l'我部､T沖縄返還交渉とは何だったのかJ､68-69頁｡
～● シリーズや簿冊タイトルに時々見られる1603-04などの番号はTheAm yFunctionalFilingSystem-TAFFSと呼ばれる陸軍省

の分類番号であるOちなみに1603-04は渉外関連文書 (LiaisonActivitiesFiles)の中の外国政府活動関連文書 (Foreign

GovemmentActivityFiles)であることを示している｡陸軍省関連文書であれば､このTAFFS番号を頼りに関係文書を絞り込む
ことも出来る｡
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3-4 ｢USCAR文書｣

米国政府の現地出先機関として､情報収集､状況報告､政策に対する提言､一体化政策や行政権の移

管作業などの実務を行なったのがUscARであった｡｢UscAR文書｣は､｢高等弁務官室文書 (officeof

theHighCommissioner)｣を筆頭に全16のシリーズに分かれているが､返還交渉に関する文書が集中して

いるのは､｢日米琉諮問委員会文書 (AdvisoryCommitteetotheHighCommissioner)｣､｢復帰準備委員会

(米国側)文書 (U.S.ElementofthePreparatoryCommission)｣､｢総務室文書 (AdministrativeOffice)｣､｢渉

外局文書 (LiaisonDepartment)｣などである｡ただし､返還交渉の経過を知らせたり､政策への提言を求

める目的で関係文書が各部局に配信されたため､多かれ少なかれすべての部局が返還問題に関わってい

たと言える｡

ところで､返還交渉や返還作業をスムーズに進めるために日､米､琉合同あるいは単独でさまざまな

委員会が設置された｡当時､これら委員会活動や討議内容は記者会見やインタビューなどを通じて断片

的にしか公表されなかった｡｢USCAR｣文書の中にはこれら委員会文書がシリーズとして残っており､

これらを丹念に分析することにより､これまで知られていなかった交渉の内実を浮かび上がらせること

が可能だ｡

それでは､まず､代表的な日米あるいは日米琉各種合同組織文書の概要を紹介することにする｡

1952年の日米行政協定で設置され､外務省北米局長､在日米軍司令部参謀長から成る ｢日米合同委員会

(JointCommittee)｣は､日米安保条約の下､米国の施設使用に関する事柄について協議 した｡同委員会

に関する文書も各部局に散在する｡52

1964年4月に東京に設置された ｢日米協議委員会 (U.S.-JapanConsultativeCommittee-ConCom)｣は､

外務大臣､総理府総務長官､駐日大便の三者から成り､日本政府の対琉球援助について協議した｡同委

員会文書に関しては議事録や書簡などが複数の部局からまとまって出てくる｡51また､その下部機関と

して1964年4月に地元沖縄に設けられ､副民政官､日本政府南方連絡事務所長､副主席から成る ｢日米

琉技術委員会 (Teclmical Committee-TechCom)｣は､日本政府援助資金を有効活用するために琉球政府

の長期計画案を検討したり､監査のガイドラインを策定したりした｡同委員会に関する文書も各部局に

散在する｡54

｢日米琉諮問委員会｣は1968年3月､那覇市に設置された｡日本政府代表､米国政府代表､琉球政府

代表より成り､1970年5月に廃止されるまで一体化に関して47項目の勧告を行った｡55同委員会文書につ

いては､10箱まとまって残っている他､同委員会から配信された文書は全部局に散在している｡また､

第1回から第189回までの議事録や47の勧告がすべて揃っている｡56

また､上記 ｢日米琉諮問委員会｣に代えて1970年3月､那覇市に設置された ｢復帰準備委員会｣は､

日本政府代表､高等弁務官から成り､沖縄現地における交渉の核 (focalpoint) としての役割を担った.

52『沖縄大百科事典』下､117頁｡HReversionOrganizationsIRolesandMembership,"lnfolderHReferencePaperFiles,1970‥
Reversion,I-Box172,LiaisonDepartment,USCAR.

" 通常HICOMはオブザーバーとして参加 した｡Fi中縄大百科事典j下､116頁｡委員会議事録や報告書などはり.S.-Japan

ConsultativeCommiuee,Boxes1I-13,LiaisorlDepartment,USCARなどに見られる｡

54F沖縄大百科事典j下､118頁｡"SchematicPortrayalofResponsibilitiesandRelationshipsofAdvISOryCommitteetothe
HICOM,''Box15,HEW,USCAR.

･W 沖縄大百科事典刊行事務局編 F沖縄大百科事典J下 (沖縄タイムス､1983年)､118頁｡

'h 議事録についてはofficialMinutesofAdCom,lsト 189th,Boxes8-9,AdCom,USCAR,RG260 (以下USCAR)､勧告につい

てはRecommendatlons,Nos.ト 47,Boxes38-39,PrepCom,USCARを参照｡
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｢産業経済 (IndustrialandEconomi cAffairs)｣､｢施政権移転 (TransferofAdministrativeRights)｣､｢総務

(GeneralAffairs)｣､｢地位協定 (statusofForcesAgreement)｣の小委員会が常設され､小委員会審議 (随

時)､代理審議 (全140回余)､代表者審議 (仝9回)を経た後､｢日米協議委員会｣を通じて両政府へ報

告書の作成や勧告を行った｡57同委員会文書に関しても39箱まとまって残っており､代表者会議議事録､

委員会勧告の他､報告書などがある058

次に､一般にはあまり知られていないが､米単独組織の文書の概要を紹介することにする｡

まず､既設の各種復帰準備機関の間の業務調整を行なうために設置された組織に ｢特別作業部会

(specialTaskGroup-STG)｣ 59 (のち ｢返還調整部会 (ReversionCoordinationGroup-RCG)｣帥)がある.

ワシントンや東京から高等弁務官向けに出された返還に関する通信はすべてSTGやRCGを通じ地元の関

係機関に配信されることになっていたため､この二つの組織には返還交渉に関する情報が一手に集まっ

た｡(資料4､5､6)その他､｢地位協定特別作業部会 (SOFA TaskGroup)｣61､｢沖縄返還交渉チーム軍

部代衣 (UsMilitaryRepresentativeOkinawaNegotiatingTeam =USMILRONT)｣62などがあり､これら組織

とのやり取りもRCG文書から垣間見ることが出来る｡63

その他､固まりとしては出てこないが､存在が確認できる組織として ｢沖縄調整委員会 (okinawa

coordinatingCommittee-OCC)｣64や ｢高等弁務官調整部会 (HICOM CoordinatingGroup-HCG)｣65など
がある｡先述したsTGやRCGが沖縄現地において返還に関する関係機関の調整を行なったのに対 し､

0ccは東京にあって各機関に通ずる諸問題を洗い出し､調整する機能を果たした｡一方､HCGは別名

｢高等弁務官返還政策運営委員会 (HICOM ReversionPolicySteeringCommittee)｣と呼ばれており､沖縄

における交渉の進捗状況の把握､関係機関への指示を役目としていたが､文中に登場することが極端に

～7琉球政府からは顧問として行政主席が参加した｡r沖縄大百科事典』下､376頁O

5R議事録についてはprincipalsMeeting,Box13,29,PrepCom,USCAR､勧告についてはproposal,1969,Boxes617,PrepCom,

USCAR､その他､報告書などの固まりは ReversionFilesofthePreparatoryCommlSSion,1969-)97),Boxes197-202,Liaison

Department,USCARなどにある｡

､g ｢返還調整部会 (RCG)｣の前身O1969年5月､沖縄返還に際し､民事及び軍事問題を洗い出し､地元沖縄での情報収集を

行うために設置された｡主要メンバーは琉球列島米国陸軍 (USARYIS)､USCARから2人ずつの計4人｡'■specialTaskGroup

(U),20May1969,‖infolder"ReversionCoordinationGroup(Feb-Nov1969),T'Box81,AdministrativeOffice,USCAR.議長には､｢地

位協定特別作業部会 (SOFATaskGroup)｣のHICOM/CINCPACREPRY代表が就いた｡

"IsTGとAdComの前メンバーによって構成され､｢運営課 (operaticn/AdministrationSection)｣､｢軍事課 (MilitaryAffairs

section)｣､｢政治･民事課 (politica)/CivilAffairsSection)｣の3つの小委員会を設置し､行政機能移管､地位協定､防衛 ･安全保

障などの諸問題を協議した｡ "StandingOperatingProcedure,OfficeoftheReversionCoordinationGroup,HBox15,Preparatory

Commission,USCAR.

引 日米両政府の代表から成り､軍事問題について検討する｡米国側は東京大使館の沖縄返還交渉チーム軍部代表､高等弁務

官､在日米軍司令官代表より成り､｢地位協定に関する諮問委員会 (SOFAAdvisoryCommittee)｣の指示を受ける｡議長には

在日米軍司令官代表が就き､同時に ｢日米合同委員会 (JointCommittee)｣の米側代表も兼ねた｡ HReversionPlannlng

ConferenceSummary:IBox1,CivilAdministratorandDeputyCivilAdministrator,USCAR.

61-大使館内に沖縄返還交渉チームが設けられたが､その中で､1969年10月8日､国防長官の要請を受けて､軍部を代表する

制服組がUsMILRONTであった｡ワシントンのFE-IRGの日本における代表として､返還交渉において軍の意向が反映される

ようにしたり､ワシントン-進捗状況を逐次報告するのが使命｡●-charter:UnitedStatesMililaryRepresenlaliveOkinawa

NegotiatingTeam:'infolder'1Reversion:PlanningConference(DISCuSSionPapers),"Box13,Entry145,RG319.

63 RCGに関する文書はBoxes81-89,AdministrativeOfrlCe,USCARでまとめて見ることができるo

f" 大使館､沖縄返還交渉チーム軍部代表､在日米軍の代表による週1回の会合､それにHICOMを加えた会議を月)回の割合

で開いたoHReversionOrganizationsIRoleandMembership,Minfo】derl■ReferencePaperFiles,1970:Reversion,"Box172,Liaison

Department,USCAR.

65 メンバーはHICOMを議長として､PrepCom代理､民政官､高等弁務官特別顧問 (specialAsststancetotheHTCOM)､高等弁

務官政治顧問 (PoliticalAdvisortotheHICOM≡POLAD)､特別作業部会長 (chaiman,SpecialTaskGroup)｡'■ReversionPlanning

ConferenceSummary,HBox1,CIViLAdministratorandDeputyCivilAdministrator,USCAR
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少ないことから限られた機能しか果たしていなかったのではないかと思われる｡66

以上､返還交渉や準備に関わった各種委員会文書の概要を見てきた｡先に延べたように､米国から日

本への施政権返還 という事業は一部の委員会や部局のみで対応 し得るような単純な性質のものではな

く､従って､関連文書 もある特完の組織に限定されるものではない｡事実､｢計画局 (comptroller

Depanment)｣､｢公益事業局 (publicWorksDepartment)｣など一見すると返還交渉とは直接関係がないよ
うに思える部局にも交渉経過を知らせる文書や政策への提言を求める文書が含まれている｡沖縄県公文

書館は､これらの文書を掘 り起こすために､検索のためのデータベースを用意している｡

データベースによる検索は基本的に ｢キーワー ド｣と ｢主題コー ド｣を使って行なう｡残念ながらキ

ーワー ド自体は統制されていないため､今のところ"Reversion,=Unification,MIttaika"など思いつくまま

にいろいろな語で試 してみなければならないが､これでかなりの文書を拾い上げることができる｡また､

タイトルやキーワー ドとしては登録されていない場合に､分野別に関連文書を抽出できるように約170

からなる ｢主題コー ド｣を用意 してある｡例えば､返還に関しては､｢080(沖縄の地位)｣､｢081(施政

権返還)｣､｢080(復帰 ･返還運動)｣､｢083(一体化及び ｢一体化｣政策｣､｢417(月米安保条約､地位

協定)｣などの関連コー ドがある｡67

また､｢シリーズ ･リス ト｣や ｢簿冊リス ト｣を有効に使えば､関連文書の固まりが把起できる｡返

還に関する文書の一部を階層的に紹介すると以下のようになる｡

RG260,RECORDSOFU.S.OCCUPATONHEADQUARTERS,WORLDWARII

･RecordsoftheU.S.GroupControlCouncil(Germany)6日

--･(中略)--

･RecordsoftheU.S.CivilAdministrationoftheRyukyuIslands,1945-72

･RecordsofOfficeof山eHighCommissioner

Boxes9-11:1601-04Speeches,Correspondence,andPresentationsRegardingReversion,1966-68(3箱)

･RecordsoftheFo¶erAdvisoryCo… itteetotheHighCommissioner(10箱)

･RecordsoftheU.S.ElementofthePreparatoryCommission(39箱)

--(中略)--

･RecordsoftheAdministrativeOffice

Boxes90-95:RecordsRelatingtotheReversionoftheRyukyuIslandstoJapan,1969-70(6箱)

Boxes96I97:NationalIntelligenceEstimateReferencePaperFiles:Reversion(2箱)

･RecordsoftheComptrollerDepartment

Box62:AdministrativeOfficeFilesRelatingtoOkinawaReversionPlanning,1970(l箱)

Box110:1601-03ReferencePaperFileRegardingReversion,1970172(1箱)

--(中略)--

･RecordsoftheLiaisonDepartment

Boxes189-193:ReferencePaperFilesRelatingReversion,1971-72(5箱)

仙 "ReversionOrganizations-RoleandMembership,''infolder.'ReferencePaperFiles,1970:Reversion,.IBox172,LiaisonDeparrmenl,
USCAR.

∧7 ｢主題コード｣は各簿冊につき3つまでに限定しているため､4つ以上の主題を持つ簿冊の場合､主題コード検索の機能が

制限されることがある｡

h" RG260にはUscAR以外にドイツ､オースト1)アにおける占領軍司令部に関するシリーズが含まれている｡
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Boxes203-219:RecordsRelatingtoReversionoftheRyukyustoJapan,SeriesI-ⅠⅠⅠ,1946-72(17箱)

むすび

以上､沖縄県公文書館が収集してきた文書群を中心に沖縄返還交渉に係る米国政府公文書を紹介して

きた｡紙幅の関係上､包括的とまではいかなかったが､1972年までの沖縄返還交渉に係る文書群の主要

部分が公開され､利用に供されていることがご理解いただけたかと思う｡

よく新聞の一面を飾る米国政府公文書はもはや一部研究者の ｢専売特許｣ではない｡学生から一般市

民まで､読みたい人は誰でも目にすることができる｡本稿が､今後､幅広 く期待される沖縄返還交渉研

究の ｢遣先案内人(pathfinder)｣のような役割を果たすことができれば幸いである.
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<沖縄返還交渉関係年表>

1960年1月19日､

1961年6月22日､

1962年3月19日､

1964年4月25日､

1965年1月13日､

1965年8月19日､

日米安保条約調印 (｢新安保｣､6月23日発効)

池田 ･ケネディ共同声明

ケネディ沖縄新政策発表､｢琉球は日本の一部｣

｢日米協議委員会｣､｢日米琉技術委員会｣設置

佐藤 ･ジョンソン共同声明

佐藤首相沖縄訪問

1966年8月､森総務長官､教育権分離返還構想を提起

1966年9月1日､｢沖縄問題懇談会｣発足 (総理府総務長官の諮問機関)

1967年1月､佐藤首相､教育権分離返還構想を否定

1967年8月1日､｢沖縄問題懇談会｣改組 (首相の諮問機関へ)

1967年11月1日､｢沖縄問題懇談会｣中間報告書提出 (首脳会談時における佐藤の態度の指針に)

1967年11月15日､佐藤 ･ジョンソン共同声明 (両3年内に返還の時期に合意すべき｡残る課題は基

地の取扱い- ｢自由使用｣と ｢核｣)

1968年2月､｢基地問題研究会｣正式発足 (大浜信泉座長の私的諮問機関)

1968年3月1日､｢日米琉諮問委員会｣発足

1968年4月5日､小笠原返還協定調印

1968年6月26日､小笠原返還

1968年12月､｢日米同委員会｣会議 (日本側が ｢10年後の日米関係｣を提出)

1969年1月21日､NSSM-5にて沖縄返還検討開始

1969年1月27日､｢沖縄 ･安保国会｣再開

1969年1月28日-31日､｢日米京都会議｣開催

1969年3月8日､｢沖縄基地問題研究会｣報告書提出､｢安保全面適用による返還｣

1969年3月10日､参院予算委員会で佐藤首相答弁 (対米交渉の基本姿勢表明)6｡

1969年4月1日､岸 (特使) ･ニクソン会談 (ワシントン)

1969年4月30日､NSCにてNSSM-5承認

1969年5月29日､NSDM-13承認

1969年5月30日､沖縄に ｢特別作業部会 (specialTaskGroup-STG))発足

1969年6月2日～5日､愛知 ･ロジャース会談 (ワシントン)｡日米正式交渉開始｡日本側共同声明案

提出

1969年7月3日､｢米側戦略文書｣承認

1969年7月30日､愛知 ･ロジャース会談 (東京)

1969年8月28日､事務レベル会議 (日本側は､核撤去の確約を表明してもらう代 りに､自由使用を

確約する｡米側は保留)

1969年9月12日､愛知 ･ロジャース会談

- その後1969年11月の佐藤 ･ニクソン会談にいたるまでの数ヶ月間の外交交渉は､国内政治から用心深く隔離された中で進

行し､最近､米国政府公文書が公開されるまで限られた内容しか知られていなかった｡渡辺昭夫 ｢沖縄返還交渉をめぐる政

治過程一一民間集団の役割を中心として｣F沖縄返還交渉の政治過程』(日本国際政治学会編 F国際政治』52号､有斐閣､
1975年)､84頁｡

- 38 -



1969年9月27-28日､福田 ･ケネディ会談 (ヴァージニア州フェアフィール ド･ファーム)

1969年10月1日､愛知 ･マイヤー会談

1969年10月8日､｢沖縄返還交渉チーム軍部代表 (UsMILONT)｣発足

1969年10月21日､財政 ･経済取り決め交渉開始

1969年11月10口､財政 ･経済取り決め合意

1969年11月19日-21日､佐藤 ･ニクソン会談 (ワシントン)｡大枠合意 (核に関する秘密覚書)

1969年12月2日､相木 ･ジューリック秘密覚書

1970年1月12日-14日､｢沖縄返還計画会議｣開催 (沖縄)70

1970年1月､スナイダー公使着任

1970年3月､｢復帰準備委員会｣発足 (那覇)

1970年4月8日､沖縄に ｢返還調整部会 (ReversionCoordinationGroup-RCG)｣発足

1971年6月9日､愛知 ･ロジャース会談 (パリ)｡沖縄返還協定合意 (那覇空港移転､復元補償漏れ

分の見舞金支出)

1971年6月17日､沖縄返還協定調印

1971年11月10日､米上院返還協定批准

1971年12月22日､参院本会議返還協定承認

1972年1月8日､日米首脳会談 (カリフォルニア州サン･クレメンテ)｡返還日5月15日と決定

1972年5月15日､沖縄返還 (｢核抜き書簡｣発表､｢5.15メモ｣合意)

<略語一覧>

AdCom:

CFR:

CINCPAC:

CINCPACREPRY

ConCom:

FE-IRG:

FOIA:

HCG:

HICOM:

IRG:

JCS:

NARA:

NSC:

NSDM:

NSSM:

AdvisoryCommitteetotheHighCo… issioner

CodeofFederalRegulations

CommanderinChief,Pacific

CommanderinChief,Pacific,Representative,RyukyuIslands

ConsultativeCommittee

FarEastemInterdepartmentalRegionalGroup

FreedomoflnfbmationAct

HICOMCoordinatlngCommittee

HighCommissioner

InterdepartmentalRegionalGroup

JointChiefsofStaff

NationalArchivesandRecordsAdministration

NationalSecurityCouncil

NationalSecurltyDecisionMemorandum

NationalSecurityStudyMemorandum

70 同会議の報告書の目次を見てみると､｢日米合意内容総括｣､｢経損 ･財政に関する合意事項｣､｢施政権返還に関する合意

事項｣､｢各組織に関する合意事項｣､｢地位協定に関する合意事項｣､｢防衛責任の移管及び沖縄内における移設に関する事項｣

などとなっており､それぞれについて進捗状況､問題点､今後取られるべき措置などが記されていて､全体の流れをつかむ

上で参考になるO"ReversionPlanningConferenceSummary,"Box1,CivilAdministratorandDeputyCivllAdministrator,USCAR,RG
260,NARA.
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OCC:
POLAD:

PrepCom:

RCG:

RG:

SIG:

SOFA:

STG:

USARYIS:

USCAR:

USMILONT:

OkinawaCoordinatingCommittee

PoliticalAdvisor

PreparatoryCommission

ReversionCoordinationGroup

RecordGroup

SeniorInterdepartmentalGroup

StatusofForcesAgreement

SpecialTaskGroup

UnitedStatesA-y,RyukyllIslands

UnitedStatesCivilAdministrationoftheRyukyuIslands

UnitedStatesMilitaryRepresentativeOkinawaNegotiatingTeam

<主な参考文献>

我部政明 r沖縄返還とは何だったのかjNHKブックス､2000年

我部政明 r日米関係の中の沖縄j三一書房､1996年

河野康子 r沖縄返還交渉をめぐる政治と外交j東京大学出版会､1994年

日本国際政治学会編 r沖縄返還交渉の政治過程｣(F国際政治』52号)､有斐閣､1975年

不破哲三 r核密約｣新日本出版社､2000年

三木健 『ドキュメント沖縄返還交渉j日本経済評論社､2000年

若泉敬 r他策ナカT)シヲ信ゼムト欲スj文整春秋､1994年
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資料1:｢沖縄返還交渉における財政取り決めに関する秘密覚書 (1頁目)｣7'

･SECRET 幽 A,yDd･K:Memo

等 蓋 .2'@9
Rcprescn亡at:ivesoftheMinistryofFillanCeOfJapi'n

andof亡heUnitedS亡atesTreasuryDeT'artmen亡haveheldcoh-
verSationsconcerning亡heprinciple.q亡obefoll｡て･JedbyboJh
sidesduringthedctrlilednego亡iat:ionsconcerningcert:aill
号COnO-･nicandfiTlanCi(,i･lSPeCtSOf亡herevel･Sion亡oJapan
of-dmltrlistrAtivQright8iTLOkiTL抑a. A?ArOeultofL･heS¢
QltFCuiiSl仙 ti,LLは Iet･Lt=bt▲▲LdL.L.V的 l仙V亡.i-CdCi'.tldと-i-1亡undこ1･･-
standingoutlinedbelow.

～/A,?ゆ

Eコ

1. PuL･Cha畠eもfCivilandJointUseAssets_-$175
million

A･ PowerCorporation
B. RDLC
C. WaterCorporation
D. AdministrativeStructures

E..RoadSystemOutsideBases
F. SuchNavigationandColWunicationsAids
As-MayBeAgreedUporL

(Not:esI:oParagraph1)

(1) Eachsidemaychooset:oattributeand
ascribedifferentvaluestothecoTn-

ponentsofthecivil-andjoin亡use
assets.

(2) Thetotalwoul'di去cludeanyin'creTnen亡S
亡hroughthedElteOfreversion.

(3) .payments_tobemadeincashoverfive

yaenanrusa'lfrlOnms亡三的mdeantts.ofreversion;in
(4) U.S.interestinRym kyuRankandP0
facilities亡obedisposedof. Inthe
even亡ofasale,I:heUnitedS亡a亡es
Governmcntwillfix theaskingprice,
whichshallbeareason(lblepriceand
notanartificiallyhighpriceWhich
would,ineffect,nullifythepre-
emptiverigh亡sdescribedbclov.

S隈 ET

7■財政に関する秘密の取り決めの存在を示す米国政府公文書｡財務長官特別補佐官アンソニー ･ジューリックと大蔵省財務

官相木雄介のイニシャルが見られる｡財政密約に関する詳細は､我部､F沖縄返還交渉とは何だったのか』､166-206頁を参

照｡同文書は.'Merno､Decernber2,)969:-infolderI-ReversionCoordinationGroup(Nov1969-Jam1970),●-Box81,Administrat)ve
office,USCARの他､｢オプラハーティ文書｣にも見られる.
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資料2:｢非公開文書抜き取り証｣72

72 ｢見直し作業 (DeclassificationReview)｣によって非公開と決定された文書は抜き取られ､別途保管されるが､抜き取りを

示すのがこの ■■WithdrawalNotice''である｡｢文書番号｣､｢フォルダー ･タイトル｣､｢日付｣､｢形態｣､｢発 ･受信者｣､｢非公開

理由｣などが記されており､閲覧者はFOIAに基づいて公開請求することができる｡■'WilhdrawalNotice'-infoldert'1601-03,

ReferencePaperFiles.1971:JapaneseGovemment,l'Box292,AdministrativeOffice,USCAR.
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資料3:｢沖縄返還交渉における米国側戦略文書の鏡｣73

抑締'捗 1
-7

′

TH亡UNDERSECRtTARYOrさTATE

WASHINGTON ,･

NSCUNL)ERSECltETARZESCOHMエTTEE

TOPSl;CRtlT-SENSエTrVE｢__ ~ _.-二________-:

'JNPc:_UuF/塾=[5 69

ノ

A.
Jl1-.Jj/-

July 3,1969

vo･. DcputySecretaryforDefense
AssistanttothePrcsidcntforNational
SecqrityAffairs
Director,-ICcntralエntelligenceAgency
Chairman,JoiJltChiefsofStaff

SUBJECT: OkinawaZ4e90tiatingSfrategy
l

PursuanttoNSDL･113,theNSCUnderSecretariesCom-)L'
nittechasccnsidcr9da_proposc･qpapeFontheOkinal･1ane-
90tiatiollS･ -

TheCommittee'lPPrOVedtheproposedstrategypaper
subjecttoappropriatetrevisiorLOftheparagraphonp'lgC5
dealingwithtransitri･ghtsforUSnucleararlnedaircraft
andthelast.paragraph,onpage6tocoverretentionofFJaZS

圭:;霊 l至ht霊:Si:nc!11fht…eesTtr芸t霊ChSteCilrf; cl;竃 妄n.af-ltg:誓:vY;crkd~
PaPer･

yheComi ttcealsoapproved-atelegramofinstructionsや
toAl血assador地≧yer.

lTヽ ･,Apt,G^,
ElliotI一.Richardson
Chairman

Attacllment:

StratcgyPaperon
OkinavaNegotiations.

軒~Att~A--C-血enttolJCL<2180/23も
oAwd‥77･〟
r

TOPSF.CRY.T a

璽 重野 Fi･]紅十一フナ:I-A-ii

71 ｢オフラハーティ文書｣は沖縄返還交渉に関する基礎資料を豊富に提供してくれる｡例えば､この文書に添付された米国

政府戦略文書はNSC次官級会議で承認され､交渉の基本戦略､戦術､予定､基地の自由使用､核の権利などに関する米国政

府の基本姿勢を規定しているO詳 しくは残部､F沖縄返還交渉とは何だったのか』､98-106頁を参照O原文は'.okinawa

NegotiatlngStrategy,3July1969,"infolderHIntelligenceMemo#1,"Box1,HistoryofCivilAdministrationoftheRyukyulslands,Entry

145:Publications,UnpublishedManuscrlPtS,andSupportlngRecords,1943177,RecordsoftheOfficeoftheChiefofMilitaryHIStOry,RG

319,NARA.
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資料4:｢愛知 ･マイヤー議事録､1970年6月5日､外務省 (1頁冒)｣ 74

Participants:

SECRET

HEHORAJWU710rCONVERSATrON

sECRET 言霊 !･,ni97｡
rorelgnMinistry

KiichiAichi-ForeignHinisLter
rtmihikoTogo-DirectorGeneral■AnericaLn
Affairs Bureau,HOFA

Ka石uOChiba-Chief,ⅣorthAmericanAffairs
section,AmericanAffairsBureau'MOFA

GenichiAkatani-Councillor,,MirLiSter.S
secr･etariat,2iOfA (Interpreterb

｡声 も a,与Ador- inH･HeyerHinister･Richardi.Sneider-DCH
DaltonKillion-SecondSecretary
JameSJ.Nickel-SpecialAsBiBtanttOthe
ADLba8Sador(Interpreter)

okinawaReversion

Distribution:
AHB
DCH
A/SA
POL
POL/A
PH
ECON
FIMATT

PÅo
CRU (2)
EA/J-Richarda.riZ
TIECOHRY
HZCOHRYFORPOLAD■■-
CINCPAC
CINCPAC FORPOLAD
COHUSJAPAN USFJ

The山地assadorsaidthattheprincipalreaBOnformeeting
todayWastoproceedvithnegotiatingOkinavanreverBion･ Much
necessarymachineryhadbeene8tabli8hedalreadybutheWas
pleasedtodiscussthiswithAichibecausetheyhadtheultimate
responsibilityandthediplomaticchannelwasparamountfor
thesenego･亡iations. Hehopedthatthe8e皿eetingswouldcontinue
toserveastheprincipalchimnelfordiscussionsandsuper･vision
ofresults.

The血baSBadorBaldthathehadreceivedinstructionsfrom

involvedfarnopeintricateandcomple7(problemsthaLnthe
reversionoftheAmazniandBoninIslands,and】1elistedthe
follouingproblemswhichshouldbediscussed:

(1) AdministrativeRights. Welookedfomardto
accomplishingreversion-Isometimein1972,masagreedby
thePrimeMinisterandthePresidentinNovember,butthe
HighCommiSS･ioner.140uldcontinuetoexercisetheadministratitJe

潤 .AETD3A吉E;RSl2"YTEEARRVsAuroD㌫芸㌔芝等jLqopie申
.フC/i,々亡{/70.i-_

74 返還調整部会 (RCG)のスタンプの押された文書.ワシントンや東京から高等弁務官へ向け発信された返還に関する通信

はすべてRCGを通 じ関係部署に配信されたため､RCGシリーズには返還に関する基礎資料が多 く含まれている｡原文は

"MemorandumofConversationbetweenKiichiAichi,ForeignMinisterandArmlnH.Meyer,Ambassador,5June1970,Fore)gn

MinlSlry,''infolderI-ReversionCoordinationGroup(Jun1970),HBox82,AdministrativeOffice,USCAR.
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資料5:｢返還交渉に関わった組織と交渉チャンネル (1970年4月8日現在)｣75

凡例 :

[≡ ≡ ]在日組織 [= コ 在琉組織
軍事に関する問題

-一一一一一一- 地位協定に関する問題

-----一民事 ･行政に関する問題

75 I.RAF-ReversionPapers,"Box2,OfficeofLheHighCommissioner,USCAR･
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資料6'. ｢返還計画に関わった米国政府組織における通信の流れ (1970年4月8日現在)｣76

在ワシントン

米国政府組織

返還調整部会

在日米国政府組織

UscAR,在琉球米軍

など在琉球米国組織

凡例 :

--･一一-一一政治 ･民事に関する問題

地位協定 ･軍事に関する問題
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